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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の日本経済は、企業収益の改善が進み、設備投資および個人消費が増加傾

向となるなど、緩やかに回復してきた。海外においても、米国ではハリケーンや原油価格の動向

などの懸念材料はあるものの消費は堅調に推移しており、欧州やアジア諸国の景気も概ね順調に

推移した。このような経済環境のもと、トヨタは、先進技術を結集し、世界中のお客様に一層ご

満足いただけるよう、魅力あふれる商品づくりに全力で取り組んできた。 

当中間連結会計期間には、グローバルプレミアムブランド「レクサス」を国内に初導入し、グ

ランドセダン「ＧＳ」・スポーツクーペ「ＳＣ」・インテリジェントスポーツセダン「ＩＳ」を

新たに市場に投入するとともに、レクサスのみの販売・サービスを扱う国内ネットワークを立ち

上げた。 

当中間連結会計期間における日本、海外を合わせた総販売台数は、３８３万３千台と、前中間

連結会計期間に比べて２６万６千台（７.５％）増加し、中間連結会計期間としての過去最高を更

新した。日本での自動車販売台数については、前中間連結会計期間に比べて２万台（△１.８％）

の減少となったが、１０８万６千台と、全国販売店の努力により引き続き高水準な販売台数を確

保した。海外では、全ての地域で販売台数を伸ばし、２７４万７千台と、前中間連結会計期間に

比べて２８万６千台（１１.６％）の大幅な増加となった。 

当中間連結会計期間の業績については、売上高は９兆９,５３１億円と、前中間連結会計期間に

比べて９,２７５億円（１０.３％）の増収となり、営業利益は８,０９４億円と、前中間連結会計

期間に比べて５６８億円（△６.６％）の減益となった。営業利益の増減要因については、増益要

因として、営業面の努力が７００億円、原価改善の努力が６００億円、為替変動の影響が２００

億円と、合計１,５００億円あった。一方、減益要因として、厚生年金基金代行返上益の減少が９

１億円、業容拡大による諸経費の増加ほかが１,９７７億円あった。なお、当中間連結会計期間の

税金等調整前中間純利益は８,５５９億円、中間純利益は５,７０５億円となった。 
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事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①自動車事業 

売上高は９兆１,４４５億円と、前中間連結会計期間に比べて８,０４９億円（９.７％）の増

収となったが、営業利益は７,２１３億円と、前中間連結会計期間に比べて３５５億円（△４.

７％）の減益となった。営業利益の減益は、北米、アジアをはじめとした各地域での販売台数

の増加や原価改善の努力による効果があったものの、業容拡大により諸経費が増加したことな

どによるものである。 

 

②金融事業 

売上高は４,６２０億円と、前中間連結会計期間に比べて７７６億円（２０.２％）の増収と

なったが、営業利益は８３５億円と、前中間連結会計期間に比べて１９２億円（△１８.６％）

の減益となった。営業利益の減益は、融資残高は順調に増加したものの、米国の販売金融子会社

において、前中間連結会計期間に米国財務会計基準書第９１号に従って融資関連費用の会計処

理に関わる過年度修正益を計上したこと、および同基準書第１３３号（第１３８号等による修

正を含む）に基づく金利スワップ取引などの時価評価による当中間連結会計期間の評価益が減

少したことなどによるものである。 

 

③その他の事業 

売上高は５,３５９億円と、前中間連結会計期間に比べて６９１億円（１４.８％）の増収と

なったが、営業利益は９８億円と、前中間連結会計期間に比べて２９億円（△２２.９％）の減

益となった。 

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①日本 

売上高は６兆３２９億円と、前中間連結会計期間に比べて２,５２３億円（４.４％）の増収

となったが、営業利益は３,８５９億円と、前中間連結会計期間に比べて１,０４７億円（△２

１.３％）の減益となった。営業利益の減益は、原価改善の努力による効果があったものの、業

容拡大により諸経費が増加したことなどによるものである。 

 

②北米 

売上高は３兆６,２７３億円と、前中間連結会計期間に比べて４,３７６億円（１３.７％）の

増収となり、営業利益は２,６８５億円と、前中間連結会計期間に比べて２３８億円（９.

７％）の増益となった。営業利益の増益は、現地生産台数および販売台数の増加や原価改善の

努力などにより、業績が好調に推移したことによるものである。 
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③欧州 

売上高は１兆３,００８億円と、前中間連結会計期間に比べて９９５億円（８.３％）の増収

となったが、営業利益は４０１億円と前中間連結会計期間に比べて２６２億円（△３９.５％）

の減益となった。営業利益の減益は、現地生産台数および販売台数が増加したものの、諸経費

が増加したことなどによるものである。 

 

④アジア 

売上高は９,９７０億円と、前中間連結会計期間に比べて２,４７２億円（３３.０％）の増収

となり、営業利益は７５４億円と、前中間連結会計期間に比べて３１９億円（７３.４％）の増

益となった。営業利益の増益は、主としてＩＭＶシリーズの好調な販売により、現地生産台数お

よび販売台数が大幅に増加したことなどによるものである。 

 

⑤その他の地域 

売上高は７,６０１億円と、前中間連結会計期間に比べて１,７７６億円（３０.５％）の増収

となり、営業利益は３６２億円と、前中間連結会計期間に比べて８８億円（３２.１％）の増益

となった。営業利益の増益は、ＩＭＶシリーズを中心として現地生産台数および販売台数が増

加したことなどによるものである。 

 

(2) キャッシュ・フロー 

前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書より、米国証券取引委員会の指摘に基づいて、

たな卸資産の販売に関連する金融債権の発生と回収に係るキャッシュ・フローを、投資活動から

営業活動の区分に組替えて表示している。前中間連結会計期間の中間連結キャッシュ・フロー計

算書を当中間連結会計期間の表示方法に合わせて組替再表示した場合の影響については、中間連

結財務諸表の注記 11 を参照。 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況については、営業活動からのキャッシュ・フロ

ーは、中間純利益が５,７０５億円となったことなどから、差引１兆３,３９４億円の資金の増加

となった。上記組替え後の前中間連結会計期間が１兆４,０１１億円の増加であったことに比べて、

６１７億円の減少となった。投資活動からのキャッシュ・フローは、金融債権の増加３兆１,４８

３億円などにより、差引１兆６,５０７億円の資金の減少となり、上記組替え後の前中間連結会計

期間が１兆７,９３４億円の減少であったことに比べて、１,４２７億円の減少幅の縮小となった。

財務活動からのキャッシュ・フローは、長期借入債務の増加８,７５７億円などにより差引４,８

９９億円の資金の増加となり、前中間連結会計期間に比べて３,３８４億円の増加となった。これ

らの増減に加え、為替換算差額を合わせると、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等

物の残高は、１兆６,９５８億円と、前連結会計年度末に比べて２,１２１億円（１４.３％）増加

した。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

る。 
 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比(％) 

日本 

北米 

欧州 

アジア 

その他 

2,191,618 台 

609,387     

298,923  

416,461 

185,586 

＋  0.7 

＋  5.9 

＋  5.7 

＋ 48.3 

＋ 21.4 

自動車事業 

計 3,701,975 ＋  6.7 

その他の事業 住宅事業 2,352 戸 △  1.3 

(注) 「自動車事業」における生産実績は、車両(新車)生産台数を示している。 

 

(2) 受注状況 

当社および連結製造子会社は、国内販売店、海外販売店等からの受注状況、最近の販売実績お

よび販売見込等の情報を基礎として、見込生産を行っている。 

 

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

る。 
 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比(％) 
事業の種類別セグメントの名称 

数量 金額(百万円) 数量 金額 

車両 

海外生産用部品 

部品 

その他 

3,833,119 台

  ― 

― 

― 

7,772,225 

131,174 

631,506 

603,257 

＋ 7.5 

― 

― 

― 

  ＋  9.0 

  ＋ 11.6 

  ＋ 12.0 

  ＋ 16.7 

自動車事業 

計 ― 9,138,162 ―   ＋  9.7 

金融事業 ――――――― ― 452,994 ―   ＋ 21.0 

住宅事業 

情報通信事業 

その他 

2,274 戸

― 

― 

58,248 

25,735 

278,021 

＋ 3.6 

― 

― 

  ＋  5.5 

  ＋ 20.9 

  ＋ 14.6 
その他の事業 

計 ― 362,004 ―   ＋ 13.4 

合計 ― 9,953,160 ―   ＋ 10.3 

(注) １ 主要な相手先別の販売実績については、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満

であるため、主要な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載を省

略している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 「自動車事業」における「車両」の数量は、車両(新車)販売台数を示している。 

４ 金額は外部顧客に対する売上高を示している。 
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前述の当中間連結会計期間における「自動車事業」の販売数量を、仕向地別に示すと、次のとお

りである。 

 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比(％) 

日本 

北米 

欧州 

アジア 

その他 

 1,086,773 台 

 1,244,673 

 498,072 

 448,090 

 555,511 

△  1.8 

＋ 10.6 

 ＋  4.5 

 ＋ 16.1 

    ＋ 17.6 

自動車事業 

計  3,833,119  ＋ 7.5 

  (注) 上記仕向地別販売数量は、車両(新車)販売台数を示している。 
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３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、トヨタが対処すべき課題について、重要な変更および新たに生じた

課題はない。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

 

５ 【研究開発活動】 

当社は、「クリーンで安全な商品の提供を使命とし、あらゆる企業活動を通じて、住みよい地球と

豊かな社会づくりに取り組む」、「様々な分野での最先端技術の研究と開発に努め、世界中のお客様

のご要望にお応えする魅力あふれる商品・サービスを提供する」の基本理念のもと、多様化・高度化

する市場ニーズを的確に捉えた、高品質・低コストのより魅力ある商品を提供するため、積極的な研

究開発活動を行っている。 

トヨタの研究開発は、日本においては、当社を中心に、ダイハツ工業㈱、日野自動車㈱、トヨタ車

体㈱、関東自動車工業㈱、㈱豊田中央研究所などの関係各社との密接な連携のもとで推進されている。 

さらに、海外各地域のお客様のニーズに的確にお応えしたクルマづくりのために、北米のトヨタ 

テクニカル センター Ｕ. Ｓ. Ａ. ㈱、キャルティ デザイン リサーチ㈱、欧州のトヨタ モーター 

ヨーロッパ㈱のテクニカルセンター、トヨタ ヨーロッパ デザイン ディベロップメント㈲、トヨタ

モータースポーツ㈲等によるグローバルな開発体制を構築している。 

当中間連結会計期間におけるトヨタの研究開発費は３７３,１６８百万円である。 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの活動状況および研究開発費は次のとお

りである。 

 

(1) 自動車事業 

トヨタは、環境負荷や交通事故等のクルマのネガティブな面を限りなく小さくしていくとともに、

走りの楽しさや快適性などクルマがもたらす様々な恩恵により人々の心の豊かさを高めることの、

両方を同時に高いレベルで実現していくことを商品・技術開発のビジョンとして掲げている。 

当中間連結会計期間中には、国内市場への「レクサスブランド」導入に伴い、新型車「ＧＳ」、

「ＳＣ」、「ＩＳ」を投入した。レクサスでは独自のデザインフィロソフィ「Ｌ-ｆｉｎｅｓｓ

ｅ」を掲げるとともに、数値性能から感性品質に至る約５００項目に及ぶレクサス独自の商品化基

準「レクサスＭＵＳＴｓ」などを定め、卓越した商品性とブランドとしての統一性、独自の魅力の

付与を追求している。 

安全技術開発においては、予防安全・衝突安全の両面から引き続き積極的に取り組んでいる。例

えば、昨年世界で初めて商品化した「ＶＤＩＭ（Vehicle Dynamics Integrated Management）」に、

アクティブステアリング機能を新たに統合し、予防安全性能と車両運動性能を従来以上に高めた新

しいＶＤＩＭを商品化した。また、優れた乗員保護性能を追求し、「オムニサポートコンセプト」

を取り入れた新しい形状のエアバッグ「ＳＲＳツインチャンバーエアバッグ」を世界で初めて商品

化した。 
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環境技術開発においては、車両のライフサイクルを通じた環境負荷低減の取り組みを幅広い分野

で続けている他、究極のエコカーの有力候補とされる燃料電池車についても積極的に開発を進めて

いる。具体的には、新たに自社開発した高圧水素タンクなどを搭載した新型「トヨタＦＣＨＶ」に

ついて、燃料電池車としては国内で初めて型式認証を取得し、リース販売（限定）を開始した。 

また、未来コンセプトビークル「ｉ-ｕｎｉｔ」を、本年開催された「２００５年日本国際博覧

会（愛・地球博）」のトヨタグループ館に出展した。「ｉ-ｕｎｉｔ」は、人とクルマの融合によ

り人間の可能性を限りなく広げるパーソナル・モビリティであり、地球と共生するモビリティの新

しい可能性を提案するものである。 

当事業に係る研究開発費は３１７,０４８百万円である。 

 

(2) その他の事業 

基礎研究分野においては、㈱豊田中央研究所を中心として、エネルギー・環境、機械、情報・通

信、材料などの幅広い分野における研究活動に取り組んでいる。 

住宅事業については、当社が中心となり市場ニーズに対応した新商品の開発に取り組んでいる。

当中間連結会計期間中には、「シンセ・スマートステージ モア」などの新商品を投入した。 

その他の事業に係る研究開発費は５６,１２０百万円である。 




